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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 第６期が連結財務諸表作成初年度であるため、第５期以前については記載しておりません。 

３ 平成18年９月期中間連結会計期間より連結財務諸表を作成しているため、自己資本利益率は記載しておりま

せん。 

４ 従業員数は就業人員であります。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第１期 第２期 第３期 第４期 第５期 第６期

決算年月
平成14年 
９月20日

平成14年
９月30日

平成15年
９月30日

平成16年
９月30日

平成17年 
９月30日

平成18年
９月30日

売上高 (千円) ― ― ― ― ― 6,531,090

経常利益 (千円) ― ― ― ― ― 453,165

当期純利益 (千円) ― ― ― ― ― 233,059

純資産額 (千円) ― ― ― ― ― 2,462,257

総資産額 (千円) ― ― ― ― ― 6,370,598

１株当たり純資産額 (円) ― ― ― ― ― 160,931.84

１株当たり当期純利益 (円) ― ― ― ― ― 15,232.64

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― ― ― ― 38.7

自己資本利益率 (％) ― ― ― ― ― ―

株価収益率 (倍) ― ― ― ― ― 12.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― ― ― ― 467,097

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― ― ― ― 192,236

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― ― ― ― △437,290

現金及び現金同等物 
の期末残高

(千円) ― ― ― ― ― 795,104

従業員数
[外、平均講師数]

(名) ― ― ― ― ―
377
[420]



(2) 提出会社の経営指標等 

  

回次 第１期 第２期 第３期 第４期 第５期 第６期

決算年月
平成14年 
９月20日

平成14年
９月30日

平成15年
９月30日

平成16年
９月30日

平成17年 
９月30日

平成18年
９月30日

売上高 (千円) 6,413,092 179,428 6,391,620 6,284,868 6,055,620 5,738,952

経常利益 (千円) 1,302,127 45,746 1,543,884 1,002,419 452,853 439,031

当期純利益又は 
当期純損失(△)

(千円) △22,412 26,440 788,307 583,163 264,717 239,944

持分法を適用した場合 
の投資利益

(千円) ― ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 30,000 30,000 30,000 30,000 195,750 195,750

発行済株式総数 (株) 13,800 13,800 13,800 13,800 15,300 15,300

純資産額 (千円) 329,488 356,937 1,144,997 1,666,466 2,294,158 2,467,077

総資産額 (千円) 3,380,692 3,265,425 3,369,017 5,297,263 5,385,299 6,227,333

１株当たり純資産額 (円) 23,876.00 25,865.04 82,970.80 120,758.47 149,944.98 161,246.89

１株当たり配当額 (円) ― ― 5,000.00 5,000.00 5,000.00 5,000.00

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△)

(円) △1,624.13 1,915.95 57,123.73 42,258.21 18,547.28 15,682.66

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ― ─

自己資本比率 (％) 9.7 10.9 34.0 31.5 42.6 39.6

自己資本利益率 (％) △6.8 7.4 68.8 35.0 13.4 10.1

株価収益率 (倍) ― ― ― ― 20.6 12.5

配当性向 (％) ― ― 8.8 11.8 27.0 31.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― 1,060,466 △114,673 513,555 ―

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― △354,109 △3,272,848 △143,497 ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― △843,996 1,962,236 △280,846 ―

現金及び現金同等物の 
期末残高

(千円) ― ― 1,909,135 483,849 573,060 ―

従業員数 
(外、短期雇用 
契約社員数) 
[外、平均講師数]

 (名)
342
(―)

[311]

327
(―)

[311]

308
(―)

[308]

325
(33)

[331]

339
(34)

[398]

318
(─)

[336]



(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 平成14年９月18日開催の臨時株主総会決議により、決算期を９月20日から９月30日に変更いたしました。従

って、第２期は平成14年９月21日から９月30日の10日間となっております。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため、記載しておりません。 

４ 第４期までの株価収益率につきましては、当社株式は非上場であり、株価が把握できないため記載しており

ません。 

５ 証券取引法第193条の２の規定に基づき、第３期(平成14年10月１日から平成15年９月30日まで)、第４期(平

成15年10月１日から平成16年９月30日まで)、第５期(平成16年10月１日から平成17年９月30日まで)及び第

６期（平成17年10月１日から平成18年９月30日まで）の財務諸表について、あずさ監査法人により監査を受

けておりますが、第１期(平成13年９月21日から平成14年９月20日まで)及び第２期(平成14年９月21日から

平成14年９月30日まで)につきましては、当該監査を受けておりません。 

６ 第６期より連結財務諸表を作成しているため、持分法を適用した場合の投資利益、営業活動によるキャッシ

ュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同

等物の期末残高は記載しておりません。 

７ 当社は平成14年７月31日付で株式１株を23株に分割しております。なお、第１期の１株当たり当期純損失は

期首に分割が行なわれたものとして計算しております。 

８ 従業員数は就業人員であり、短期雇用契約社員は（ ）内に外数で、講師数は[ ]内に正社員換算による年

間の平均人数を外数で記載しております。なお、短期雇用契約社員につきましては、短期雇用契約社員の総

数が従業員の総数の100分の10未満となったため、第６期より記載を省略しております。 

  



２ 【沿革】 

  

 
  

年月 事項

平成13年９月 
 
 
 
 
 
 

旧商法第373条の規定に基づく新設分割の方法により、全研本社株式会社の学院事業部の行って
いた営業のうち、幼児童及び中学生を対象とした早期英会話教育事業に属する権利義務を包括的
に承継し、平成13年９月21日に当社を設立(本社：東京都新宿区西新宿一丁目４番11号、支社
数：20支社)。資本金3,000万円(なお、当社設立に際して発行した株式は全て全研本社株式会社
の株主に割当交付)。 
その際、ゼンケントップ株式会社を完全子会社化。同社に対し、生徒募集及び教材販売業務を一
括委託。

平成14年３月 
 

ゼンケントップ株式会社を吸収合併し、直販営業本部を設置。生徒募集及び教材販売事業を開
始。

平成14年４月 本社所在地を東京都新宿区西新宿一丁目３番14号に移転。

平成14年９月 
 

全研本社株式会社より基本教材セットの版権(出版権)を購入し、教材の企画・開発から販売まで
の一貫体制が整う。

平成15年４月 
 

生徒受入れ年齢を引き下げ、０歳児からのクラスの全国展開を開始。０歳児から３歳未満児のク
ラスの呼称を「マミーKidsクラス」とする。

平成15年12月 本社社屋(東京都新宿区西新宿一丁目３番14号)を購入。

平成16年10月 新宿第四支社を新宿第三支社に統合し、全国19支社体制へ。

平成17年６月 株式会社大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」市場へ上場。

平成18年１月 新市場戦略「サテライト構想」を発表。
ゼンケン株式会社（旧全研株式会社）を完全子会社化。（現・連結子会社）



３ 【事業の内容】 

当社グループは、０歳から１歳までの乳児、１歳以上の幼児童及び中学生を対象とする英会話教室の運

営を主たる事業としながら、バイリンガル教育をコンセプトとした保育園の運営や、公教育機関への英会

話講師の派遣並びに学習塾の運営などの教育サービス事業を営んでおります。 

 事業の内容については「事業部門ごとに記載すべき場合」に該当いたしますが、当社は各事業部門を横

断的に包括したサービスを提供していることから事業部門ごとに事業の内容を明確に区分することが困難

であり、かかる特殊性を考慮し一括して記載しております。 

  

① 英会話教室の運営  

 当社の英会話教室は、母国語形成方式(母国語を習得するように、自然に無理なく英会話が身につくよ

うに構想された教育方法)を用いております。講師は日本人の保護者や子供の心理をきめ細かく理解でき

るようにとの配慮から英語の堪能な日本人を中心に採用しており、外国人講師は、数ヶ月に一度の成果確

認を補完する役割として位置づけております。レッスンについては、学齢を問わず何度も繰り返し学ぶこ

とができるよう設計されたオリジナルセット教材を用いており、「読み、書き」よりも「聞く、話す」能

力を向上させることを目的としたプログラムを提供しております。教室展開に関しましては、『こども英

会話のミネルヴァ』という名称の直営教室を全国主要都市に展開しながら、関西圏においては、「ワール

ド学院」という名称のほぼ同様のコンセプトを持った教室の展開を行っております。これらほぼ全ての教

室について、住宅地に教室を開設するなどの地域密着型の戦略をとりながら、首都圏においては「サテラ

イト」という名称の営業拠点の設置を進め、より一層、それぞれの地域事情に合わせたサービスの提供が

できうる体制作りを推進しております。なお、平成18年９月末現在の教室数は1,173教室(うち単体は989

教室）となっております。 

② 英語指導事業請負 

当社の英語指導事業は、主として早期英会話教育指導にあたる外国人、日本人講師の配置やカリキュラ

ム策定、並びに現役の英語教諭の研修を自治体や学校法人から請け負うものです。文科省の指針や請負先

のニーズに合わせて様々な英語指導を行っております。平成18年９月末現在の登録講師数は約200名、年

間の派遣回数は、約13,000回となっております。  

③ その他 

・ 英会話教室の講師を育成することを目的とした「講師養成スクール」の運営及び当社キャラクター

等を使用したグッズ販売等を行っております。 

・ 英会話のみで保育サービスを提供する「ＢＬ－ｋｉｄｓ」の運営を行っております。 

 ・ 小学生や中学生を対象とした学習塾「プラトン」の運営を行っております。  



以上について事業系統図によって示すと次のとおりです。 

 

  

４ 【関係会社の状況】 

  

 
(注) １ 特定子会社であります。 

２ ゼンケン株式会社については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が

10％を超えております。 

 
  

名称 住所
資本金 
(千円)

主要な事業の内容
議決権の
所有割合(％)

関係内容

(連結子会社) 
ゼンケン㈱ 
 (注)１、２

大阪市中央区 37,800 早期英会話教育事業 100.0
資金貸付 
教材の販売 
役員の兼任 ３名

主要な損益情報等 ① 売上高 824,955千円

② 経常利益 43,162千円

③ 当期純利益 20,427千円

④ 純資産額 341,359千円

⑤ 総資産額 1,078,630千円



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

当社は、事業の種類別セグメントを記載していないため、従業員数につきましては、事業区分別の従

業員数を記載しております。 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。なお、講師420名(正社員換算による年間の平均人数)は含んでおりませ

ん。 

２ 全社(共通)は、総務及び経理等の管理部門の従業員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。なお、講師336名(正社員換算による年間の平均人数)は含んでおりませ

ん。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループの労働組合は結成されておりませんが、労使関係について特に記載すべき事項はありま

せん。 

  

事業区分 従業員数(名)

早期英会話教育事業 331

その他の事業（英語指導事業請負等） 11

全社(共通) 35

合計 377

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

318 33.1 2.6 3,591,793



第２ 【事業の状況】 

 当社は、当連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、前連結会計年度との対比の記載はしてお

りません。 
  
１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度における我が国経済は、企業収益の改善に伴う設備投資の増加、雇用情勢の改善、個

人消費の持ち直しの動き、更には中国・東南アジアをはじめとする発展途上国向けの輸出が引き続き強

含んで推移するなど、景気の回復基調を一層明確にしました。しかし、一方で米国における貿易赤字の

拡大、インフレ、消費及び住宅関連の経済指標の弱含みなど、世界的な経済不安の要因も生じていま

す。また、我が国の社会構造的な問題として高齢化および人口減少基調が今なお継続しているなど、長

期的には国内経済の成長力を鈍化させる要因を残しています。 

 当業界におきましては、習い事に関する多くの市場調査において「英会話」が、従来の「水泳」を抑

えて子供に習わせたい習い事のトップとして安定し始めたことや大手の学習塾による参入が始まるな

ど、引き続き早期英会話教育へのニーズの拡大と競争の激化が同時に進行していくものと予測されま

す。 

 このような環境の中で当社は、従来からの特長である「学齢を問わず長期使用できる母国語形成方式

のオリジナル教材の使用」、「保護者や子供のニーズにきめ細かく対応できる日本人講師によるレッス

ン」、「低コスト教室の開設」を戦略の軸に据えて取り組んでまいりましたが、当期においてはその他

に、首都圏において「サテライト」と呼ぶ教室を併設させた地域密着型営業拠点の開設を強力に推進い

たしました。また、児童数の増加が期待できないエリアの既存教室を積極的に閉鎖し、他のエリアに移

転または他の教室と合併し移転させることを引き続き実施してまいりました。その結果、サテライト拠

点の開設数は17件、既存教室物件の閉鎖数は88件、そのうち移転し新たに教室を開設した数は40件とな

りました。これらの戦略を推進することは、少子化への抵抗力が増し、経営の効率化及び中・長期的な

会員数の増加に対しては極めて有効ですが、短期的には、教室移転業務の増加に伴う一時的な生徒募集

活動の休止、また新規物件確保にあたる人材の投入なども必要となり、収益の伸びを鈍化させる主要因

となりました。 

 また、平成18年１月において、西日本地域におけるシェアの確保とサービスの充実を早期化させるこ

とを主たる目的としてゼンケン株式会社を子会社化しました。これにより当社グループに保育所の運営

や人材派遣等のノウハウが新たにもたらされました。 

 この結果、売上高は6,531百万円、経常利益は453百万円、税金等調整前当期純利益は416百万円、当

期純利益は233百万円となりました。 



(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、795百万円となりまし

た。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動による資金の増加は、467百万円となりました。これは主に売上債権の増加26百万円等が

あったものの、税金等調整前当期純利益416百万円、のれん償却額24百万円、減価償却費65百万円等

があったことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動による資金の増加は、192百万円となりました。これは主に、連結範囲の変更を伴う子会

社株式の取得による支出236百万円、有形固定資産の取得による支出84百万円等があったものの、保

険積立の解約による収入194百万円、定期預金の払戻による収入278百万円等があったことによるもの

であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動による資金の減少は、437百万円となりました。これは社債の発行による収入560百万円等

があったものの、長期借入金の返済による支出1,026百万円、配当金の支払額76百万円等があったこ

とによるものであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当社は、生産を行っておりませんので、該当事項はありません。 

(2) 仕入実績 

当連結会計年度における仕入実績は、次のとおりです。 

 
（注）１ 金額は仕入価格で表示しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3) 受注実績 

当社は、生産を行っておりませんので、該当事項はありません。 

(4) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績は、次のとおりです。 

 
（注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

仕入品目

当連結会計年度 
 (自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

金額(千円)

教材 114,423

合計 114,423

販売品目

当連結会計年度 
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

金額(千円)

授業料収入 5,460,454

教材売上収入 445,478

年会費収入 392,314

入会金収入 57,675

その他収入 175,167

合計 6,531,090



３ 【対処すべき課題】 

早期英会話教育業界におきましては、昨今のグローバル化の拡大を背景とした全国的な教育ニーズの

高まりを受けて競合他社が増加しております。また一方で、各都道府県において少子化基調が継続して

おり、市場の寡占化が加速しやすい情勢になっております。このような環境のもと、当社は一層の競争

優位性の確保を急ぐ必要があると考えており、次にあげる課題に対して重点的に対処していく方針で

す。 

① 会員募集活動の強化 

ａ 地域密着型の営業体制の構築 

各地域のお客様のニーズにきめ細かく対応することを主たる目的として、平成18年の初頭から「サ

テライト」と呼ぶ教室を併存させた地域密着型営業拠点の開設を推進し、本部（新宿区西新宿）に集

中していた４つの支社の従業員を、それぞれが担当する地域の各拠点ごと移動させ、お客様や講師に

より近い場所で日々の実務にあたることができるようにしました。また、１拠点あたりの担当教室数

を縮小させ、これまで以上にお客様や教室の管理に目が行き届くようにしました。更には、これまで

教室開設を控えてきたいわゆる「駅前物件」についても積極的に候補に入れて検討し、教室開設や営

業拠点の開設を行いました。これらのように、従来に比べて地域への密着度を高めていくと同時に、

教室開設の方法についても多様化させ、これまで当社がターゲットとしてこなかった多くのお客様に

もご入会いただけるような体制づくりを推進いたします。 

ｂ 教室開発の推進 

当社は、平成17年の後半から、地域住民への認知度向上が期待できる駅前物件への進出について

は、従来の保守的なスタンスを修正し、積極的に開設を検討していくスタンスへ変更いたしました。

これにより、当社の教室は、従来の強みであった住宅地だけでなく、人通りの多い商業地域にも開設

が進むことになり、より様々な層のお客様への対応力が増しております。今後も地図情報システム等

を活用することによって「安全性の高い住宅地」と「利便性の高い駅前」の両面から、合理的かつ積

極的に教室開発を推進していく方針です。 

② 個人情報の保護 

当社は、生徒となる児童と契約者である保護者の個人情報を取り扱う企業として、個人情報の取り扱

いをより一層慎重に行うことが当社の責任であると考えております。具体的には個人情報保護に関する

社内勉強会を継続的に実施する等、情報管理体制の強化に取り組んでおります。 

  



４ 【事業等のリスク】 

以下については、当社の事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載し

ております。また、当社として必ずしも特に重要なリスクとは考えていない事項についても、投資判断

の上で、あるいは当社の事業活動を理解する上で重要と考えられる事項について、株主及び投資家の皆

様に対する積極的な情報開示の観点から記載しております。 

 当社は、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の予防及び発生した場合の対応に努める

方針でありますが、本株式に関する投資判断は、以下の記載事項及び本項以外の記載事項を慎重に検討

した上で行う必要があります。 

 また、以下の記載は本株式への投資に関連するリスク全てを網羅するものではありませんので、この

点にご留意下さい。 

 なお、記載事項のうち将来に関する事項は、平成18年９月30日現在において当社が判断したものであ

ります。 

① 事業の内容について 

ａ 業界の動向について 

当社が行っている早期英会話教室の運営に関しては、その業務の性格上、教室を展開している地域

の児童数の影響を受けます。平成18年６月30日に総務省統計局から発表された『平成17年国勢調査抽

出速報集計結果 - 進行する少子・高齢化』によると、15歳未満人口（年少人口）は1,740万人と調査

開始以来の最低を更新しており、総人口に占める割合は13.6％と、ブルガリア(13.8％)，イタリア

(14.0％)などより悪化し世界で最も低い水準となりました。当社は、地図情報システム等を駆使する

ことによって児童数の増加又は安定地域への教室開設を推進しているため、全国的な児童数の減少に

対して一定の抵抗力があるものと考えておりますが、児童数の減少が予想以上に進展した場合、当社

の経営成績等に影響を及ぼす恐れがあります。また、教室の開設及び運営については、長年の経験に

よって開発してきた低コストな会員募集戦略と教室管理手法を徹底させており、充分な差別化を進め

ておりますが、近年、競合他社においても、類似した戦略の研究が進められている可能性があり、当

社の予測以上に競合他社の管理手法が洗練され、コストの圧縮が進められると同時に会員募集活動が

強化された場合には、当社の経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。 

ｂ 教室の開設について 

当社は、中長期的な事業拡大のために新規教室の開設を積極的に推進していく方針ですが、新規教

室を開設するにあたっては、当該地域における年齢別人口動態、世帯数、人口増加率等を検討した上

で教室開設の可否を決定しております。しかし、これらの条件が満たされる地域であっても、充分な

素養を持った講師の手配や、地域の安全管理上の事情などを総合的に勘案して当社の条件に合致する

物件が存在しなければ、開設計画の中止を余儀なくされる可能性もあり、その場合には、当社の経営

成績等に影響を及ぼす可能性があります。また、当社の条件に合致する物件において新規教室を開設

したとしても、開設後に周辺環境に変化が生じた場合や教室数の増加を賄えるだけの十分な講師数を

確保できない場合には、計画通りに新規教室の運営を維持できない可能性もあり、その場合には当社

の経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。 



ｃ 教材の知的所有権について 

当社が販売する教材の中には、第三者たる個人が著作権を有しているものが含まれており、当社は

当該著作権者との間で著作権の使用許諾に関する契約を締結しております。当社は、著作権使用料の

支払その他契約上の義務を遵守し、当該契約が有効に維持されるように配慮いたしますが、著作権者

による契約の解除又は契約の更新拒絶等の理由に基づき、当該契約が継続できない事情が生じた場

合、当社の英会話教室の運営は当該基本教材セットに依存しているため、当社の経営成績等に影響を

与える可能性があります。 

② 人材について 

講師の育成等について 

当社は、お客様の多くが乳児、幼児童及び中学生であるという特徴から、講師に適した人材の採用

と育成が極めて重要であると考えております。採用においては、児童の扱いに一定のリテラシーがあ

ると思われる主婦層を中心に募集採用活動を展開しております。また当社は、全国に約1,000教室を

有していながら、教室管理基準とレッスンプログラムについては内容及び更新時期等を統一させてお

り、これらを、充実した研修プログラムによって講師に学ばせることにより、技能を向上させるよう

努めております。このように、当社は、講師の確保と質に充分な努力を行っておりますが、今後、競

争の激化等の理由によって計画通りの講師の採用及び育成等ができない場合には、当社の経営成績等

に影響を及ぼす可能性があります。 

 ③ 事業に対する法的規制について 

ａ 特定商取引法 

当社は、英会話教室において使用する教材の販売及び英会話教室への入会の勧誘に関して、訪問販

売を行う場合があります。そのため、特定商取引に関する法律(以下「特定商取引法」という)に基づ

く規制を受けることがあります。 

 特定商取引法は、訪問販売に対する種々の行為規制(法律第３条乃至第６条等)等を定めております

が、特定商取引法に違反する行為を行った場合には、当社は業務の改善指示(法律第７条)、停止命令

等の行政処分(法律第８条)等を受ける可能性があります。当社は、コンプライアンス研修を社員に実

施するなど、特定商取引法に違反する行為を行わないよう指導しており、これまで業務改善指示、停

止命令等の行政処分を受けたことはありませんが、今後、何らかの理由で当社が業務改善指示、停止

命令等の行政処分を受けた場合には当社の経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。また、将来

これらの法令等の改正又は新たな法令等が制定された場合には当社の経営成績等に影響を与える可能

性があります。 

 なお、当社が行っている訪問販売においては、特定商取引法上、クーリング・オフ制度(法律第９

条)即ち顧客が商品を受け取ってから一定期間内に解約(返品)ができる制度が定められており、当社

においてもクーリング・オフ期間中の解約(返品)を受け付けております。 

 これまでクーリング・オフ期間中に大量の解約(返品)が発生した事実はありませんが、今後、大量

の解約(返品)が発生した場合には、当社の経営成績等に影響を与える可能性があります。 



ｂ 個人情報保護法 

個人情報の保護に関する法律(以下、「個人情報保護法」という)は、個人情報を使用して事業活動

を行う法人、団体等に対して、個人情報の適正な取得、利用及び管理等を義務付け、個人情報の有用

性に配慮しつつ、個人の権益保護を図ることを目的とした法律であり、平成17年４月１日より、全面

施行されております。 

 当社は、業務の性質上、生徒及びその保護者の個人情報を管理しており、同法第15条乃至27条に定

める種々の義務規制を受け、主務大臣の命令に違反する行為を行った場合には、罰則(法律第56条乃

至第59条)を受ける可能性があります。 

 当社は、同法が定める義務規制を遵守した体制を整えていると認識しておりますが、不測の事態に

よって義務規制に違反し同法の罰則を受けた場合等には、当社の信用の低下、当社に対する損害賠償

請求等によって、当社の経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。 

ｃ その他の法規制 

当社と生徒の保護者との間で締結される入会契約等の契約関係は、「事業者」たる当社と「消費

者」たる生徒の保護者との間で締結されるものであるため、消費者契約法の適用を受けることになり

ます。また、当社が販売する教材の安全性等に関して製造物責任法に基づく規制を、教材の割賦販売

を行った場合には割賦販売法に基づく規制をそれぞれ受けます。 

 現状においてこれらの規制が当社の経営に影響を与えるとは認識しておりませんが、今後これらの

法令等の改正又は新たな法令等が制定された場合には、当社の経営成績等に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

 ④ 減損会計導入の影響について 

当社は、本社業務の効率化及び会社資産形成の一環として、平成15年12月に当社が賃借しておりまし

た事務所ビル（東京都新宿区）を本社社屋として取得いたしました。当該資産について減損の兆候が発

生し減損損失を計上する必要が生じた場合には、当社の経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

(1) 英会話学習教材の著作権に関する契約 

当社は、飯塚成彦氏及び中垣寿彦氏との間で各々、当社が使用する英会話学習教材の一部(以下本号

において「本著作物」という。)の著作権に関する契約を締結しております。 

① 契約締結日 

平成15年10月１日 

② 契約期間 

上記契約締結日から５年間、以後自動更新 

③ 契約の内容 

当社が本著作物を用いて教材を出版するに当たり、販売部数に応じてそれぞれ著作権使用料を支払

う契約であります。なお、自動更新に関し、「期間満了の１年前までに甲乙(甲：飯塚成彦氏又は中

垣寿彦氏、乙：当社)いずれかから文書により終了する旨の通告がないときは、この契約と同一条件

で自動的に更新され、有効期間を５年ずつ延長する。」旨の条項が設けられております。 

  

なお、従来記載しておりましたゼンケン株式会社（旧全研株式会社）及びミネルヴァ学院株式会社と

の準フランチャイズ契約については、経営上の重要性が乏しくなったため、記載を省略しております。

  

６ 【研究開発活動】 

当連結会計年度においては、教材マスター製作、新ＰＣカード「ミネルカード」の開発等の研究開発活

動を行っております。 

なお、当連結会計年度における研究開発費の総額は７百万円であります。 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

当社グループに関する財政状態及び経営成績の分析・検討内容は、原則として連結財務諸表に基づい

て分析した内容であります。なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末において当社

グループが判断したものであります。また、当社は当連結会計年度が連結財務諸表作成初年度であるた

め、前年同期比の記載は行っておりません。 

  

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき

作成されております。当社グループ経営陣は、連結財務諸表作成に際し、決算日における資産・負債の

報告数値及び報告期間における収入・費用の報告根拠となる重要な会計方針が、当社グループの連結財

務諸表の作成において使用される当社の重要な判断と見積りに大きな影響を及ぼすと考えております。

 当社グループが連結財務諸表の作成に際して採用している重要な会計方針は、第５経理の状況の「１

連結財務諸表等（1）連結財務諸表 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載してお

ります。 

  

(2) 財政状態の分析 

① 流動資産 

当連結会計年度末における流動資産の残高は1,206百万円となりました。その主なものは、現金及

び預金795百万円、売掛金84百万円、前払費用141百万円等であります。 

② 固定資産 

当連結会計年度末における固定資産の残高は、5,164百万円となりました。項目別の状況は以下の

とおりであります。 

（有形固定資産） 

当連結会計年度末における有形固定資産の残高は、3,757百万円となりました。その主なもの

は、建物及び構築物1,270百万円、土地2,465百万円等であります。 

（無形固定資産） 

当連結会計年度末における無形固定資産の残高は、317百万円となりました。その主なものは、

のれん223百万円等であります。 

（投資その他の資産） 

当連結会計年度末における投資その他の資産の残高は、1,089百万円となりました。その主なも

のは、投資有価証券430百万円、差入敷金・保証金498百万円等であります。 

③ 流動負債 

当連結会計年度末における流動負債の残高は、1,895百万円となりました。その主なものは、未払

金174百万円、未払費用320百万円、前受金197百万円、短期借入金260百万円、一年以内返済予定長期

借入金666百万円等であります。 



④ 固定負債 

当連結会計年度末における固定負債の残高は、2,012百万円となりました。その主なものは、長期

借入金1,256百万円、社債560百万円等であります。 

⑤ 純資産 

当連結会計年度末における純資産の残高は、2,462百万円となりました。その主なものは、利益剰

余金1,980百万円等であります。 

  

(3) 経営成績の分析 

① 売上高 

当連結会計年度における売上高は6,531百万円となりました。その内訳は授業料収入5,460百万円、

教材売上収入445百万円、年会費収入392百万円、入会金収入57百万円、その他収入175百万円であり

ます。 

② 売上原価 

当連結会計年度における売上原価は3,574百万円となりました。その主なものは、講師人件費1,666

百万円、教室家賃992百万円等であります。 

③ 販売費及び一般管理費 

当連結会計年度における販売費及び一般管理費は2,681百万円となりました。その主なものは、給

料及び手当1,264百万円、広告宣伝費185百万円、販売促進費71百万円等であります。 

④ 営業利益 

当連結会計年度における営業利益は274百万円となり、売上高営業利益率は4.3％となりました。 

⑤ 営業外収益、営業外費用 

当連結会計年度における営業外収益は231百万円となりました。その主なものは、本社ビル賃貸に

伴う受取家賃197百万円等であります。また、営業外費用は53百万円となりました。その主なもの

は、支払利息25百万円、社債発行費13百万円等であります。これらの要因により、営業外収益から営

業外費用を差引いた純額は178百万円という結果になりました。 

⑥ 経常利益 

以上の結果、当連結会計年度における経常利益は453百万円となり、売上高経常利益率は6.9％とな

りました。 

⑦ 特別利益、特別損失 

当連結会計年度における特別利益は、貸倒引当金戻入益によるものであります。また、特別損失

は、買収関連費用、保険解約損及び会員権評価損によるものであります。この結果、特別利益から特

別損失を差引いた純額は△36百万円となりました。 

⑧ 当期純利益 

以上の結果、当連結会計年度における当期純利益は233百万円となりました。また、１株当たり当

期純利益は15,232.64円となりました。 

  

(4) キャッシュ・フローの分析 

当連結会計年度のキャッシュ・フローの概況につきましては、「第２事業の概況 １業績等の概要

（2）キャッシュ・フローの状況」をご参照ください。 

  



(5) その他、経営成績及び財政状態に関する分析 

 敷金及び差入保証金について 

当社は、教育サービスを提供するための教室等を賃借するために、固定資産の「投資その他の資

産」の区分に差入敷金・保証金を計上しております。 

 賃借契約は原則として２年であり、支社及び不採算教室の統廃合により短期的には減少する傾向に

ありますが、「サテライト」構想の推進に伴い、中・長期的には増加する傾向にあります。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度中において実施いたしました設備投資の総額は89百万円であり、その主なものは、サテ

ライト展開に伴う建物内装工事及び営業用地の購入等によるものであります。 

また、ゼンケン㈱が当連結会計年度に連結子会社となったため、その時点で本社主要設備として、建物

及び構築物85百万円、土地60百万円等が増加しました。 

なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却はありません。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 現在休止中の設備はありません。 

２ 建物の年間賃借料は1,036,997千円であり、主なものは次のとおりであります。 

 
３ 従業員数は就業人員であります。 

４ 帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品であります。 

事業所名 
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)建物及び 

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

本社 
(東京都新宿区)

本社事務所 1,102,079 9,621
2,349,315
(493.36)

6,996 3,468,013 74

大宮支社 
(埼玉県さいたま市大宮
区)

支社事務所 
教室設備

4,262 ─
30,000
(133.94)

170 34,433 22

事業所
年間賃借料
(千円)

本社 36,628

支社事務所(18箇所) 89,747

教室(989箇所) 891,335



  

(2) 国内子会社 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 現在休止中の設備はありません。 

２ 建物の年間賃借料は128,949千円であり、主なものは次のとおりであります。 

 
  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

該当事項はありません。なお、前期より計画しておりました「情報システム設備」については、計画

の見直しにより当面中止することといたしました。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

 該当事項はありません。 

  

会社名
事業所名 
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数 
(名)建物及び

構築物
土地
(面積㎡)

合計

ゼンケン㈱

本社 
（大阪市中央区）

賃貸物件 83,211
60,019
(782.6)

143,230 ─

伊丹教室 
（兵庫県伊丹市）

教室兼寮 829
26,069
(227.34)

26,898 ─

事業所
年間賃借料
(千円)

本社及び支社事務所 17,917

教室(184箇所) 106,876



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) １ 旧商法第373条の規定に基づく新設分割であります。 

２ 平成14年６月24日の取締役会決議により、平成14年７月31日をもって１株を23株に分割いたしました。 

３ 一般募集(ブックビルディング方式) 

   発行価格 300,000円  引受価額  277,500円 

   発行価額 221,000円  資本組入額 110,500円 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 55,200

計 55,200

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月20日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 15,300 15,300

大阪証券取引所
(ニッポン・ニュー
・マーケット― 
「ヘラクレス」)

─

計 15,300 15,300 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成13年９月21日 
(注)１

600 600 30,000 30,000 ― ―

平成14年７月31日 
(注)２

13,200 13,800 ― 30,000 ― ―

平成17年６月７日 
(注)３

1,500 15,300 165,750 195,750 250,500 250,500



(4) 【所有者別状況】 

平成18年９月30日現在 

 
（注）「その他の法人」欄には証券保管振替機構名義の株式が４株が含まれております。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

 
  

区分

株式の状況

端株の状況政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

― 3 10 11 1 1 977 1,003 ―

所有株式数 
(株)

― 172 102 38 17 28 14,943 15,300 ―

所有株式数 
の割合(％)

― 1.1 0.7 0.3 0.1 0.2 97.6 100.0 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

吉澤 信男 東京都中野区 9,645 63.0

岸 良光 東京都中野区 1,220 8.0

八幡 紀 東京都府中市 276 1.8

ゼンケンオール従業員持株会 東京都新宿区西新宿1丁目3-14 267 1.7

佐藤 利雄 東京都練馬区 230 1.5

板津 学 岐阜県岐阜市 205 1.3

渡邊 昇 東京都中野区 161 1.1

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜2丁目4-6 121 0.8

田中 博 東京都東村山市 100 0.7

加藤 鋹夫 千葉県市川市 92 0.6

計 ― 12,317 80.5



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

 
（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には証券保管振替機構名義の株式が４株（議決権４個）が含まれ

ております。 

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

 
  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

15,300
15,300 ―

端株 ― ― ―

発行済株式総数 15,300 ― ―

総株主の議決権 ― 15,300 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

   
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

該当事項はありません。 

  

【株式の種類等】 該当事項はありません。



３ 【配当政策】 

当社は、株主に対する長期的かつ総合的な利益還元を経営の最重要項目の一つとして位置づけており

ます。株主への利益配分を決定するに当たっての基本的な考え方は、経営基盤の一層の強化と中長期的

な事業計画に基づく将来の事業展開を考慮しつつ、内部留保の充実により企業体質の強化を図りなが

ら、安定した配当を株主各位へ維持することが重要と考えております。また、各期の業績、財政状態及

び配当性向等を総合的に勘案しつつ適切な株主還元策を実施してまいりたいと考えております。 

 株主配当金につきましては、第６期の業績等を基に、平成18年12月20日開催の第６回定時株主総会に

おいて、１株につき5,000円と決議いたしました。 

 内部留保資金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応すべく財務体質の強化を図りつ

つ有効投資していく予定であります。 

 なお、当社は、会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定めております。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット―「ヘラクレス」市場におけるものであります。 

当社株式は、平成17年６月８日付で大阪証券取引所ヘラクレスに上場されておりますが、それ以前は非上場で

あったため該当事項はありません。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、大阪証券取引所市場(ニッポン・ニュー・マーケット―「ヘラクレス」)におけるものであります。 

  

回次 第１期 第２期 第３期 第４期 第５期 第６期

決算年月 平成13年９月 平成14年９月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月

最高(円) ― ― ― ― 830,000 403,000

最低(円) ― ― ― ― 332,000 186,000

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 342,000 313,000 271,000 285,000 259,000 250,000

最低(円) 264,000 212,000 195,000 205,000 209,000 186,000



５ 【役員の状況】 

  

 
(注) １  監査役 新井裕・北村年弘は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２  当社は、法令に定める監査役の員数を欠くこととなる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査

役１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。 

 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(株)

代表取締役 
社長

岸   良 光 昭和18年８月15日生

昭和47年７月 ジュピター㈱入社

1,220
昭和50年５月 ワールドミネル㈱創業に参画

平成13年９月

平成18年３月

当社設立と同時に代表取締役社長

就任(現任)

ゼンケン㈱取締役就任（現任）

取締役副社長 管理本部長 田 中 秀 文 昭和25年10月22日生

平成12年６月 ㈱みずほコーポレート銀行内幸町

営業第七部長就任

―
平成15年11月 当社入社 社長室長就任

平成15年12月 

平成17年８月

平成18年３月

当社取締役副社長就任

当社取締役副社長兼管理本部長

（現任）

ゼンケン㈱取締役就任（現任）

取締役 営業統括本部長 佐 藤 利 雄 昭和27年11月14日生

昭和50年７月 ワールドミネル㈱入社

230
平成13年９月 

平成17年８月

平成18年３月

当社設立と同時に取締役就任

当社取締役兼営業統括本部長 

（現任）

ゼンケン㈱取締役就任（現任）

取締役
営業推進業務 
担当

加 藤 鋹 夫 昭和22年11月13日生

昭和50年７月 ワールドミネル㈱入社

92
平成13年９月 

平成17年８月

平成18年３月

当社設立と同時に取締役就任

当社取締役兼営業支援本部長

当社取締役営業推進業務担当 

（現任）

取締役
子会社担当
新規事業業務 
担当

奥 野 穣 爾 昭和16年８月10日生

昭和40年４月 

昭和52年３月 

 

昭和55年11月

平成18年12月

小林住宅産業㈱入社

ワールド出版㈱入社 取締役営業

部長

全研㈱（現ゼンケン㈱）設立と同

時に代表取締役社長就任（現任）

当社取締役子会社及び新規事業業

務担当就任（現任）

―

常勤監査役 大 西 國 男 昭和13年１月21日生
平成13年７月 ゼィープラス㈱常勤監査役就任

―
平成14年６月 当社常勤監査役就任(現任)

監査役 新 井   裕 昭和４年11月６日生

平成５年６月 ㈱オリエントコーポレーション代

表取締役社長就任
―平成11年６月 同社代表取締役会長就任

平成15年12月 当社監査役就任(現任)

監査役 北 村 年 弘 昭和21年６月６日生

平成15年４月 りそなキャピタル㈱代表取締役社

長就任

―
平成15年12月 当社監査役就任(現任)

平成16年４月 アイブレーン㈱代表取締役専務就

任

平成17年４月 同社代表取締役副社長就任(現任)

計 1,542

氏名 生年月日 略歴
所有株式数 
(株)

平 本 光 識 昭和31年８月28日生

昭和56年４月 日本興業銀行（現みずほコーポレート

銀行）㈱ 入行

―平成14年３月
株式会社フォース・インフィニティ

代表取締役就任

平成17年11月 株式会社アイピー・インベストメント

代表取締役就任（現任）



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

コーポレート・ガバナンスについては、その目的である「経営に対する監視機能」「効率的経営によ

る収益体制の強化」「経営内容の健全性」を実現することが、経営上の最も重要な課題のひとつと位置

付けております。 

この目的を実現するためにも、当社は、取締役会において十分な議論を行うことにより取締役相互の

監視を行うこと、監査役制度の機能充実ならびに株主をはじめとする利害関係者の方々に対する経営情

報の適時開示（タイムリー・ディスクロージャー）を通じて、より透明性のある経営を行ってまいりま

す。 

  

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

①会社経営上の意思決定、執行及び監督に係わる経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンスの概

要は下記のとおりであります。 

(イ)委員会等設置会社であるか監査役制度採用会社であるかの別 

当社は、監査役制度を採用しております。なお、平成18年12月20日開催の第６回定時株主総会で

定款の一部を変更し、監査役会を設置いたしました。 

(ロ)社外取締役・社外監査役の選任の状況 

当社は、監査役会設置会社として監査役３名を選任し、そのうち２名を社外監査役としておりま

す。なお、社外取締役は選任しておりません。 

(ハ)業務執行・経営の監視の仕組み 

業務執行については、取締役会を原則として毎月１回開催しており、重要事項はすべて付議さ

れ、会社の経営状況、経営計画の進捗状況についても議論し、対策等を検討しております。取締役

会には監査役も出席し、適切な経営判断がなされているかの監視が行われております。 

監視の仕組みとしては、監査役による取締役の業務執行の監視のほか、社長直属の組織である監

査室（人員２名）により各部署に対し支社往査を中心とした業務監査を計画的に実施し、監査結果

を社長に報告するとともに、被監査部門に対する具体的な助言・勧告を行い、内部統制の有効性や

業務活動が適正かつ効率的に行われているかをチェックしております。さらに監査室、監査役及び

監査法人は相互に監査について意見交換を行い、緊密な連携を図っております。 

また、当社の各部門が法令遵守やリスクの予防に努め、その状況を定期的に会合をもって検討し

ており、コンプライアンスやリスク管理について体系的に取組む仕組みを整備していきます。その

中でも、法令遵守につきましては「コンプライアンス委員会」を設置するとともに、その活動をよ

り徹底させるため、社員に行動規範として「ゼンケンオール企業倫理行動基準」を配布しておりま

す。 

  



当社のコーポレート・ガバナンス体制の概要は次の通りです。 

  
  

  

(ニ)弁護士・監査法人等その他の第三者の状況 

当社は、企業経営及び日常業務に係わる法的事項については上野法律事務所及び銀座東法律事務

所と顧問契約を締結し、様々な参考意見や助言などの指導を適宜受けられる体制を設け、法務リス

ク管理体制の強化に努めております。 

また、当社は、あずさ監査法人と会社法に準じた監査および証券取引法監査について監査契約を

締結しておりますが、平成18年12月20日開催の第６回定時株主総会で会計監査人を設置する旨の定

款の変更を行い、あずさ監査法人を会計監査人として選任しております。なお、当社と同監査法人

または業務執行社員の間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はありません。当事

業年度における監査の体制は以下のとおりであります。 

・会計監査業務を執行した公認会計士の氏名 

指定社員 業務執行社員:鳥居明、原田一 

（注） 継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。 

・会計監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士６名  会計士補７名  その他２名 

②社外監査役との人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の概要 

社外監査役２名については、いずれも人的関係、資本的関係または取引関係その他の特別な利害関係

はありません。 



③会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 

法令に基づく情報開示を適切に実施したほか、当社ホームページにおいて企業情報を公開するなど、

積極的な情報開示に取り組みました。また、平成18年８月にはリスク管理体制の整備のためにリスク管

理規程を制定し、同年９月には内部統制システム整備のためにコンプライアンス基本規程および内部通

報規程ならびに企業倫理行動基準を制定・施行しております。 

  

(3) 役員報酬及び監査報酬 

 
  

役員報酬

取締役に支払った報酬 71,320千円

監査役に支払った報酬 7,200千円

計 78,520千円

監査報酬

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 16,500千円

上記以外の報酬 ─千円

計 16,500千円



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前事業年度(平成16年10月１日から平成17年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年1月30日 内閣府令第5号)附則

第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則を適用しております。 

また、前事業年度(平成16年10月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成17年10月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

(3) 当連結会計年度(平成17年10月１日から平成18年９月30日まで）は、連結財務諸表の作成初年度であ

るため、前年同期との比較は行っておりません。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当連結会計年度(平成17年10月１日から平成18年９月

30日まで)並びに前事業年度(平成16年10月１日から平成17年９月30日まで)及び当事業年度(平成17年10月

１日から平成18年９月30日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、あずさ監査法人により監査を受

けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  
当連結会計年度
(平成18年９月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比 
(％)

（資産の部）

 Ⅰ 流動資産

  １ 現金及び預金 795,104

  ２ 売掛金 84,448

  ３ たな卸資産 55,400

  ４ 前払費用 141,320

  ５ 繰延税金資産 121,139

  ６ その他 11,117

    貸倒引当金 △2,482

 流動資産合計 1,206,048 19.0

 Ⅱ 固定資産

  １ 有形固定資産 ※1

   (1)建物及び構築物 1,544,927

    減価償却累計額 274,641 1,270,286

   (2)機械装置及び運搬具 32,191

    減価償却累計額 22,542 9,649

   (3)工具、器具及び備品 41,685

    減価償却累計額 29,894 11,791

   (4)土地 2,465,769

  有形固定資産合計 3,757,498 58.9

  ２ 無形固定資産

   (1)のれん 223,319

   (2)商標権 280

   (3)ソフトウェア 11,287

   (4)電話加入権 82,239

  無形固定資産合計 317,127 4.9

  ３ 投資その他の資産

   (1)長期性預金 100,000

   (2)投資有価証券 430,523

   (3)差入敷金・保証金 498,715

   (4)繰延税金資産 34,325

   (5)その他 39,084

    貸倒引当金 △12,723

  投資その他の資産合計 1,089,924 17.2

 固定資産合計 5,164,550 81.0

    資産合計 6,370,598 100.0



  

当連結会計年度
(平成18年９月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比 
(％)

（負債の部）

 Ⅰ 流動負債

  １ 買掛金 10,280

  ２ 短期借入金 ※2 260,000

  ３ 一年以内返済予定長期借入

金
※1 666,000

  ４ 未払金 174,162

  ５ 未払費用 320,016

  ６ 未払法人税等 88,804

  ７ 前受金 197,590

  ８ 賞与引当金 59,854

  ９ その他 118,914

 流動負債合計 1,895,623 29.7

 Ⅱ 固定負債

  １ 長期借入金 ※1 1,256,500

  ２ 社債 560,000

  ３ 繰延税金負債 3,431

  ４ 退職給付引当金 98,981

  ５ その他 93,805

 固定負債合計 2,012,718 31.6

    負債合計 3,908,341 61.3

（純資産の部）

 Ⅰ 株主資本

  １ 資本金 195,750 3.1

  ２ 資本剰余金 250,500 3.9

  ３ 利益剰余金 1,980,840 31.1

 株主資本合計 2,427,090 38.1

 Ⅱ 評価・換算差額等

  １ その他有価証券評価差額金 35,166 0.6

 評価・換算差額等合計 35,166 0.6

    純資産合計 2,462,257 38.7

    負債及び純資産合計 6,370,598 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

当連結会計年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比 
(％)

 Ⅰ 売上高

 １ 授業料収入 5,460,454

 ２ 教材売上収入 445,478

 ３ 年会費収入 392,314

 ４ 入会金収入 57,675

 ５ その他収入 175,167 6,531,090 100.0

 Ⅱ 売上原価 ※1 3,574,293 54.7

   売上総利益 2,956,796 45.3

 Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1

 １ 販売促進費 71,494

 ２ 広告宣伝費 185,957

 ３ 給料及び手当 1,264,125

 ４ 賞与引当金繰入額 62,415

 ５ 退職給付費用 15,842

 ６ 貸倒引当金繰入額 277

 ７ のれん償却額 24,813

 ８ その他 1,056,981 2,681,907 41.0

   営業利益 274,889 4.3

 Ⅳ 営業外収益

  １ 受取利息 697

  ２ 受取配当金 12,255

  ３ 受取家賃 197,069

  ４ その他 21,607 231,630 3.4

 Ⅴ 営業外費用

  １ 支払利息 25,207

  ２ 社債発行費 13,943

  ３ その他 14,203 53,354 0.8

  経常利益 453,165 6.9

 Ⅵ 特別利益

  １ 貸倒引当金戻入益 1,295 1,295 0.0

 Ⅶ 特別損失

  １ 買収関連費用 12,135

  ２ 保険解約損 22,066

  ３ 会員権評価損 3,499 37,701 0.5

   税金等調整前当期純利益 416,759 6.4

   法人税、住民税及び事業税 150,038

   法人税等調整額 33,661 183,700 2.9

   当期純利益 233,059 3.5



③ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度  (自  平成17年10月１日   至  平成18年９月30日) 

  

 
  

 
（注）１ 平成18年９月期中間連結会計期間より連結財務諸表を作成しているため、平成18年３月31日時点での金額を

記載しております。 

 ２ 平成17年12月21日開催の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成17年９月30日残高（千円） 

（注）１
195,750 250,500 1,824,281 2,270,531

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当（注）２ ― ― △76,500 △76,500

当期純利益 ― ― 233,059 233,059

株主資本以外の項目の連結会計年

度中の変動額（純額）
― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計 

（千円）
― ― 156,559 156,559

平成18年９月30日残高（千円） 195,750 250,500 1,980,840 2,427,090

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価 

差額金

評価・換算差額等 

合計

平成17年９月30日残高（千円） 

（注）１
23,627 23,627 2,294,158

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当（注）２ ― ― △76,500

当期純利益 ― ― 233,059

株主資本以外の項目の連結会計年

度中の変動額（純額）
11,539 11,539 11,539

連結会計年度中の変動額合計 

（千円）
11,539 11,539 168,098

平成18年９月30日残高（千円） 35,166 35,166 2,462,257



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

当連結会計年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)

 Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

  １ 税金等調整前当期純利益 416,759

  ２ 減価償却費 65,200

  ３ のれん償却額 24,813

  ４ 退職給付引当金の増加額(△は減少額) △6,325

  ５ 賞与引当金の増加額(△は減少額) △6,717

  ６ 保険解約損 22,066

  ７ 受取利息及び配当金 △12,953

  ８ 支払利息 25,207

  ９ 買収関連費用 12,135

  10 会員権評価損 3,499

  11 売上債権の減少額(△は増加額) △26,484

  12 前受金の増加額(△は減少額) △7,574

  13 前払費用の減少額(△は増加額) △10,062

  14 たな卸資産の減少額(△は増加額) 15,053

  15 仕入債務の増加額(△は減少額) △24,689

  16 未払費用の増加額(△は減少額) △4,386

  17 未払金の増加額(△は減少額) 19,965

  18 その他 45,052

小 計 550,561

  19 利息及び配当金の受取額 11,172

  20 利息の支払額 △26,972

  21 法人税等の支払額 △78,412

  22 法人税等の還付額 10,749

営業活動によるキャッシュ・フロー 467,097

 Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

  １ 定期預金の払戻による収入 278,018

  ２ 投資有価証券の取得による支出 △20,776

  ３ 投資有価証券の売却による収入 20,776

  ４ 連結範囲の変更を伴う子会社株式の取得

による支出
※2 △236,402

  ５ 買収関連費用による支出 △12,135

  ６ 有形固定資産の取得による支出 △84,958

  ７ 無形固定資産の取得による支出 △5,718

  ８ 敷金保証金の差入による支出 △61,925

  ９ 敷金保証金の返還による収入 115,711

  10 保険積立の解約による収入 194,956

  11 その他 4,689

投資活動によるキャッシュ・フロー 192,236



  

当連結会計年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)

 Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

  １ 短期借入による収入 800,000

  ２ 短期借入金の返済による支出 △700,000

  ３ 長期借入による収入 600,000

  ４ 長期借入金の返済による支出 △1,026,790

  ５ 社債の発行による収入 560,000

  ６ 社債償還による支出 △594,000

  ７ 配当金の支払額 △76,500

財務活動によるキャッシュ・フロー △437,290

 Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額 222,043

 Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 573,060

 Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 ※1 795,104



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目
当連結会計年度

(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

１ 連結の範囲に関する事項 ① 連結子会社の数及び名称 

連結子会社の数 １社 

連結子会社の名称 

 ゼンケン㈱ 

ゼンケン㈱は平成18年１月25日の株式取得に伴

い当連結会計年度より連結子会社となりまし

た。 

② 非連結子会社 

非連結子会社であったＩ.Ｓ.Ｅ.Ａは、当連結会

計年度に清算が完了し消滅しております。

２ 持分法の適用に関する事項 該当事項はありません。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事

項

連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と

一致しております。なお、ゼンケン㈱は当連結

会計年度において決算日を９月30日に変更して

おります。

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

① 有価証券 

 その他有価証券 

  時価のあるもの

連結決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）に

よっております。

  時価のないもの

移動平均法による原価法によっておりま

す。

② たな卸資産 

 ａ 商品

移動平均法に基づく原価法によっておりま

す。

 ｂ 貯蔵品

最終仕入原価法によっております。

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

① 有形固定資産

建物（建物附属設備を除く）は定額法、建

物以外は定率法によっております

なお、耐用年数及び残存価額については、

法人税法に規定する方法と同一の基準によ

っております。

② 無形固定資産

 定額法によっております。

なお、償却年数については、法人税法に規

定する方法と同一の基準によっておりま

す。

ただし、ソフトウェア（自社利用分）につ

いては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。

 (3) 重要な繰延資産の処理方法 社債発行費は、支出時に全額費用として処理し

ております。



項目
当連結会計年度

(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

 (4) 重要な引当金の計上基準 ① 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。

② 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充て

るため、支給見込額に基づき計上しており

ます。

③ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、自己都合

要支給額、責任準備金残高及び年金資産残

高に基づく方法（簡便法）により計上して

おります。

 (5) 重要なリース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。

 (6) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

① 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜

方式によっております。

② 匿名組合出資金の会計処理

連結子会社においては、匿名組合出資を行

っております。匿名組合への出資時に「出

資金」を計上し、匿名組合の営業により獲

得した損益の持分相当額については、「出

資金」に直接加減する方法で匿名組合投資

損益を計上しております。

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に

関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面

時価評価法を採用しております。

６ のれんの償却に関する事項 のれんは、５年間で均等償却しております。

７ 連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以

内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動について僅少

なリスクしか負わない短期的な投資からなって

おります。



会計処理の変更 

 
  

当連結会計年度
(自 平成17年10月１日

至 平成18年９月30日)

（固定資産の減損に係る会計基準）

当連結会計年度より「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用

指針第６号）を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

当連結会計年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準委

員会 平成17年12月９日 企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」(企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号)を適用しております。



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

(連結損益計算書関係) 

  

当連結会計年度
(平成18年９月30日)

 

 

 

※１ 担保資産に供している資産及びこれに対応する債務は次のとおりであります。
（イ）担保に供している資産（帳簿価額）

建物及び構築物 1,076,819千円
機械装置及び運搬具 8,818千円
工具、器具及び備品 469千円
土地 2,246,265千円

計 3,332,372千円
（ロ）上記に対応する債務

一年内返済予定長期借入金 600,000千円
長期借入金 750,000千円

計 1,350,000千円

※２ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行と当座貸越契約及び貸出コミ

ットメント契約を締結しております。 

これら契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越限度額及び 
貸出コミットメントの総額

1,650,000千円

借入実行残高 260,000千円

差引 1,390,000千円

当連結会計年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

※１ 一般管理費及び売上原価に含まれる研究開発費は次のとおりであります。

一般管理費 ─

売上原価 7,653千円

計 7,653千円



(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

     
２ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 
  
３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 15,300 ― ― 15,300

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成17年12月21日 
定時株主総会

普通株式 76,500 5,000 平成17年９月30日 平成17年12月22日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生予定日

平成18年12月20日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 76,480 5,000 平成18年９月30日 平成18年12月21日



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

当連結会計年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関

係

現金及び預金 795,104千円

現金及び現金同等物 795,104千円

 

※２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

 株式の取得によりゼンケン㈱が連結子会社となったことに伴う連結開始時の資産及

び負債の内訳並びに株式の取得のための支出（純額）との関係は次のとおりでありま

す。

（千円）

流動資産 714,791

固定資産 750,233

流動負債 △451,454

固定負債 △682,104

のれん 248,133

株式の取得価額 579,600

現金及び現金同等物 △343,197

子会社株式の取得による支出 236,402



(リース取引関係) 

  

 
  

当連結会計年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

取得価額相当額 
（千円）

減価償却累計額相当額
（千円）

期末残高相当額
（千円）

機械装置及び
運搬具

14,848 13,365 1,483 

工具、器具及
び備品

100,453 37,007 63,446 

ソフトウェア 14,474 3,420 11,054 

合計 129,777 53,793 75,984 

② 未経過リース料期末残高相当額

1年内 26,335千円

1年超 50,554千円

合計 76,890千円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 25,584千円

減価償却費相当額 24,192千円

支払利息相当額 1,640千円

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

利息相当額の算定方法

・リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配

分方法については、利息法によっております。



(有価証券関係) 

当連結会計年度末（平成18年９月30日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 
  

 
  

２ 時価評価されていない有価証券 
  

区分
取得原価
(千円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(千円)

差額 
(千円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

① 株式 24,231 84,147 59,915

② 債券 ─ ─ ─

③ その他 31,771 36,412 4,641

小計 56,002 120,559 64,557

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

① 株式 ─ ─ ─

② 債券 ─ ─ ─

③ その他 10,303 9,963 △340

小計 10,303 9,963 △340

合計 66,306 130,523 64,217

区分
連結貸借対照表計上額

（千円）

（1）その他有価証券

非上場株式 300,000



(デリバティブ取引関係) 

当連結会計年度(自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日) 

余資運用のため一部定期性預金において複合金融商品を利用しておりますが、これ以外のデリバティ

ブ取引は行っておりません。なお、当該定期性預金については組込みデリバティブのリスクが現物の金

融資産に及ぶ可能性はありません。 

  

(退職給付関係) 

  

 
  

当連結会計年度
(平成18年９月30日)

１ 採用している退職給付制度の概要

 当社は、内規に基づく社内積立の退職一時金制度を採用しております。また、連結子会

社は、退職一時金制度及び確定給付型の制度として適格退職年金制度を採用しておりま

す。

 

２ 退職給付債務に関する事項

退職給付債務 △141,123千円

年金資産 42,141千円

退職給付引当金 △98,981千円

  (注) 当社及び連結子会社は退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

３ 退職給付費用に関する事項

勤務費用 15,842千円

退職給付費用 15,842千円

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

  簡便法を採用しておりますので、割引率等については該当ありません。



(税効果会計関係) 

  

当連結会計年度
(平成18年９月30日)

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

（繰延税金資産）

① 流動資産

 前受年会費収入 70,996千円

 商品評価損否認 9,987千円

 賞与引当金繰入否認 24,360千円

 貸倒引当金繰入限度超過額 866千円

 未払事業税 9,258千円

 売上値引否認 9,133千円

 繰越欠損金 18,142千円

 その他 7,581千円

  計 150,326千円

  評価性引当額 △29,186千円

  流動資産計 121,139千円

② 固定資産

 退職給付費用否認 40,285千円

 減損損失 19,376千円

 その他 30,805千円

  計 90,468千円

  評価性引当額 △33,424千円

  固定資産計 57,044千円

  繰延税金資産合計 178,183千円

（繰延税金負債）

 固定負債

 その他有価証券評価差額金 △26,150千円

  繰延税金負債合計 △26,150千円

  差引：繰延税金資産の純額 152,033千円

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目

別の内訳

法定実効税率 40.70％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.36％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.24％

住民税均等割額 1.55％

評価性引当額の増減 △0.43％

のれん償却額 2.37％

その他 △0.21％

計 3.40％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.10％



(ストック・オプション等関係） 

当連結会計年度(自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日) 

 該当事項はありません。 

  

(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

当連結会計年度(自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日) 

早期英会話教育事業の売上高及び営業損益の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業損益及び

全セグメント資産の金額の合計に占める割合が90％超であるため、記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

当連結会計年度(自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日) 

本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店がありませんので、記載を省略してお

ります。 

  

【海外売上高】 

当連結会計年度(自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日) 

海外売上高がありませんので、記載を省略しております。 



【関連当事者との取引】 

当連結会計年度(自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日) 

１ 役員及び個人主要株主等 

  

 
(注) １ 事務所・教室の賃借に伴う被保証については、保証料の支払を行っておりません。 

２ 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には差入敷金・保証金及び預り敷金・

保証金を除き消費税等が含まれております。 

３ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 当社主要株主吉澤信男氏が議決権の82.9％を直接所有しております。 

(2) 全研本社㈱が議決権の100％を直接所有しております。 

(3) 取引条件については、当社と関連を有しない他の事業者と同一の条件によっております。 

属性 会社等の名称 住所
資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員 岸 良光 ― ― 
当社代表取
締役社長

(被所有)
直接 8.0

― ―
事務所・教室
賃借に伴う被
保証(注)１

(保証額)
32,606

― ―

主 要 株 主
(個人)及び
その近親者
が議決権の
過半数を所
有している
会社等(当
該会社等の
子会社を含
む)

全研本社(株) 
(注)3(1)

東京都 
新宿区

56,050

教 材 の 出
版・販売及
び学習塾の
経営

なし ―
事務所賃貸
借

事務所賃借
その他 
事務所賃貸 
(注)3(3)

36,096 
7,439 
158,261

立替金

前払費用

差 入 敷
金・保 証
金

前受金

預 り 敷
金・保 証
金

1,731

1,722

23,439

13,847

86,683

主 要 株 主
(個人)及び
その近親者
が議決権の
過半数を所
有している
会社等(当
該会社等の
子会社を含
む)

ケイ・エス・
ケイ(株) 
(注)3(2)

東京都 
新宿区

85,000
店舗開発事
業

なし ― 外注工事等

外注工事
備品購入 
その他 
(注)3(3)

26,374 
694 
1,308 未払金 7,998



(１株当たり情報) 

  

 
  

   （注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

(重要な後発事象) 

  

当連結会計年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

 

１株当たり純資産額 160,931円84銭

１株当たり当期純利益 15,232円64銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載してお

りません。

項目

当連結会計年度
(自 平成17年10月１日

至 平成18年９月30日)

連結損益計算書上の当期純利益(千円) 233,059

普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式に係る当期純利益(千円) 233,059

普通株式の期中平均株式数（株） 15,300

当連結会計年度
(自 平成17年10月１日

至 平成18年９月30日)

───────



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

 
(注) １.当連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、前期末の数字は記載しておりません。 

２.連結決算日後５年以内における１年ごとの償還予定額の総額 

 
  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 当連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、前期末の数字は記載しておりません。 

２ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

３ 長期借入金(1年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年以内における１年ごとの返済予定額の総

額 

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(千円)

当期末残高
(千円)

利率
(％)

担保 償還期限

ゼンケンオール㈱ 第１回無担保社債
平成18年 
３月31日

─ 560,000 0.7 なし
平成25年
３月25日

合計 ― ― ─ 560,000 ― ― ―

1年以内 
(千円)

1年超2年以内 
(千円)

2年超3年以内
(千円)

3年超4年以内
(千円)

4年超5年以内 
(千円)

─ 56,000 112,000 112,000 112,000

区分
前期末残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 ― 260,000 0.68 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 ― 666,000 1.42 ―

長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く) ― 1,256,500 1.43
平成20年11月～ 
平成23年４月

合計 ― 2,182,500 ― ―

1年超2年以内 
(千円)

2年超3年以内 
(千円)

3年超4年以内
(千円)

4年超5年以内
(千円)

699,000 322,500 132,000 103,000



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

  
前事業年度

(平成17年９月30日)
当事業年度 

(平成18年９月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

（資産の部）

 Ⅰ 流動資産

  １ 現金及び預金 573,060 306,266

  ２ 売掛金 26,811 46,826

  ３ 商品 53,057 35,825

  ４ 貯蔵品 11,080 15,589

  ５ 前払費用 106,428 118,205

  ６ 短期貸付金 ― 120,000

  ７ 繰延税金資産 159,110 119,423

  ８ その他 10,335 8,884

    貸倒引当金 △1,910 △2,128

    流動資産合計 937,974 17.4 768,893 12.4

 Ⅱ 固定資産

  １ 有形固定資産 ※1

   (1)建物 1,294,027 1,337,986

    減価償却累計額 119,371 1,174,655 172,174 1,165,812

   (2)構築物 4,289 4,289

    減価償却累計額 2,145 2,144 2,829 1,460

   (3)機械及び装置 15,913 15,913

    減価償却累計額 5,040 10,873 7,095 8,818

   (4)車両運搬具 16,070 16,070

    減価償却累計額 15,266 803 15,266 803

   (5)工具、器具及び備品 34,272 36,701

    減価償却累計額 22,812 11,459 26,022 10,679

   (6)土地 2,379,315 2,379,315

    有形固定資産合計 3,579,253 66.5 3,566,890 57.3

  ２ 無形固定資産

   (1)商標権 319 280

   (2)ソフトウェア 2,540 11,115

   (3)電話加入権 80,414 80,414

    無形固定資産合計 83,274 1.5 91,810 1.4



  

前事業年度
(平成17年９月30日)

当事業年度 
(平成18年９月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

  ３ 投資その他の資産

   (1)投資有価証券 362,185 378,162

   (2)関係会社株式 ― 567,000

   (3)差入敷金・保証金 383,591 369,468

   (4)関係会社長期貸付金 ― 450,000

   (5)長期貸付金 2,750 2,750

   (6)長期前払費用 1,394 783

   (7)繰延税金資産 36,518 34,325

   (8)その他 58 ―

    貸倒引当金 △1,700 △2,750

    投資その他の資産合計 784,797 14.6 1,799,739 28.9

    固定資産合計 4,447,325 82.6 5,458,440 87.6

    資産合計 5,385,299 100.0 6,227,333 100.0



  

前事業年度
(平成17年９月30日)

当事業年度 
(平成18年９月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

（負債の部）

 Ⅰ 流動負債

  １ 買掛金 29,171 10,127

  ２ 短期借入金 ※3 160,000 260,000

３ 一年以内返済予定 

長期借入金
※1 600,000 666,000

  ４ 未払金 144,024 152,763

  ５ 未払費用 253,633 246,728

  ６ 未払法人税等 2,557 88,804

  ７ 未払消費税等 67,333 53,831

  ８ 未払事業所税 2,814 3,563

  ９ 前受金 202,778 190,519

  10 預り金 993 706

  11 賞与引当金 56,872 47,551

  12 その他 23,672 32,616

    流動負債合計 1,543,851 28.7 1,753,213 28.1

 Ⅱ 固定負債

  １ 長期借入金 ※1 1,350,000 1,256,500

  ２ 社債 ― 560,000

  ３ 退職給付引当金 105,307 98,387

  ４ 預り敷金・保証金 91,983 92,155

     固定負債合計 1,547,290 28.7 2,007,042 32.3

    負債合計 3,091,141 57.4 3,760,256 60.4

（資本の部）

 Ⅰ 資本金 ※2 195,750 3.6 ― ―

 Ⅱ 資本剰余金

  １ 資本準備金 250,500 ―

    資本剰余金合計 250,500 4.7 ― ―

 Ⅲ 利益剰余金

  １ 利益準備金 10,000 ―

  ２ 当期未処分利益 1,814,281 ―

    利益剰余金合計 1,824,281 33.9 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額

金
※4 23,627 0.4 ― ―

    資本合計 2,294,158 42.6 ― ―

    負債及び資本合計 5,385,299 100.0 ― ―



  

前事業年度
(平成17年９月30日)

当事業年度 
(平成18年９月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

（純資産の部）

  Ⅰ 株主資本

  １ 資本金 ― ― 195,750 3.1

  ２ 資本剰余金

  （1）資本準備金 ― 250,500

    資本剰余金合計 ― ― 250,500 4.0

  ３ 利益剰余金

  （1）利益準備金 ― 10,000

  （2）その他利益剰余金

      繰越利益剰余金 ― 1,977,725

    利益剰余金合計 ― ― 1,987,725 31.9

   株主資本合計 ― ― 2,433,975 39.0

  Ⅱ 評価・換算差額等

 （1）その他有価証券評価

差額金
― 33,101

      評価・換算差額等合計 ― ― 33,101 0.6

    純資産合計 ― ― 2,467,077 39.6

    負債及び純資産合計 ― ― 6,227,333 100.0



② 【損益計算書】 

  
前事業年度

(自 平成16年10月１日 
 至 平成17年９月30日)

当事業年度 
(自 平成17年10月１日 
 至 平成18年９月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

 Ⅰ 売上高

  １ 授業料収入 4,904,308 4,789,602

  ２ 教材売上収入 621,393 442,019

  ３ 年会費収入 367,396 352,295

  ４ 入会金収入 69,884 51,971

  ５ その他収入 92,636 6,055,620 100.0 103,064 5,738,952 100.0

 Ⅱ 売上原価 ※2 3,148,159 52.0 3,101,105 54.0

    売上総利益 2,907,461 48.0 2,637,846 46.0

 Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※2

  １ 販売促進費 66,514 65,515

  ２ 販売手数料 21,981 18,012

  ３ 広告宣伝費 266,086 184,658

  ４ 役員報酬 84,694 78,520

  ５ 給料及び手当 1,256,421 1,176,295

  ６ 賞与引当金繰入額 56,872 47,551

  ７ 退職給付費用 22,973 13,028

  ８ 法定福利費 162,563 160,400

  ９ 福利厚生費 4,067 4,227

  10 募集採用費 20,917 13,527

  11 旅費交通費 42,204 40,910

  12 賃借料 174,362 166,731

  13 水道光熱費 15,777 17,176

  14 施設維持費 30,074 28,992

  15 業務委託料 5,616 6,799

  16 顧問報酬 27,108 36,097

  17 支払手数料 73,627 69,491

  18 通信費 38,941 38,176

  19 消耗品費 45,203 33,947

  20 車両費 9,478 9,577

  21 荷造運賃 29,382 26,685

  23 減価償却費 60,380 55,187

  22 貸倒引当金繰入額 ― 217

  24 その他 85,628 2,600,881 42.9 70,540 2,362,267 41.2

    営業利益 306,579 5.1 275,578 4.8



  

 
  

前事業年度
(自 平成16年10月１日 
 至 平成17年９月30日)

当事業年度 
(自 平成17年10月１日 
 至 平成18年９月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

 Ⅳ 営業外収益

  １ 受取利息 27 3,298

  ２ 有価証券利息 ― 373

  ３ 受取配当金 6,272 6,353

  ４ 受取家賃 193,114 193,959

  ５ 補償金受取額 1,954 3,176

  ６ その他 7,244 208,613 3.4 4,853 212,014 3.7

 Ⅴ 営業外費用

  １ 支払利息 26,369 24,415

  ２ 社債利息 ― 977

  ３ 社債発行費 ― 13,943

  ４ 貸倒引当金繰入額 ― 1,050

  ５ 固定資産除却損 ※1 2,385 835

  ６ 株式公開費用 28,096 ―

  ７ その他 5,488 62,340 1.0 7,340 48,561 0.8

    経常利益 452,853 7.5 439,031 7.7

 Ⅵ 特別利益

  １ 貸倒引当金戻入益 3,995 3,995 0.0 ― ― ―

 Ⅶ 特別損失

  １ 買収関連費用 ― ― ― 12,135 12,135 0.3

    税引前当期純利益 456,849 7.5 426,896 7.4

法人税、住民税及び 

事業税
142,180 151,574

    法人税等調整額 49,950 192,131 3.1 35,377 186,952 3.3

    当期純利益 264,717 4.4 239,944 4.1

    前期繰越利益 1,549,563

    当期未処分利益 1,814,281



売上原価明細書 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年10月１日
至 平成17年９月30日)

当事業年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ 商品売上原価

   期首商品たな卸高 13,555 53,057

   当期商品仕入高 216,638 112,389

計 230,193 165,446

   期末商品たな卸高 53,057 48,966

   商品評価損 ─ 177,136 5.6 13,140 129,621 4.2

Ⅱ 人件費 1,745,716 55.5 1,684,384 54.3

Ⅲ 経費

 １ 賃借料 900,034 883,966

 ２ その他 325,271 1,225,306 38.9 403,133 1,287,099 41.5

   売上原価 3,148,159 100.0 3,101,105 100.0



③ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度  (自  平成17年10月１日   至  平成18年９月30日) 

 
  

 
（注） 平成17年12月21日開催の定時株主総会における利益処分項目であります。 

   

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金
株主資本 

合計資本準備金
資本剰余金 

合計
利益準備金

繰越利益 

剰余金

利益剰余金 

合計

平成17年９月30日残高 
(千円）

195,750 250,500 250,500 10,000 1,814,281 1,824,281 2,270,531

当事業年度中の変動額

剰余金の配当（注） ― ― ― ― △76,500 △76,500 △76,500

当期純利益 ― ― ― ― 239,944 239,944 239,944

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

― ― ― ― ― ― ―

当事業年度中の変動額合計
（千円）

― ― ― ― 163,444 163,444 163,444

平成18年９月30日残高 
（千円）

195,750 250,500 250,500 10,000 1,977,725 1,987,725 2,433,975

   

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証

券評価差額金

評価・換算差

額等合計

平成17年９月30日残高 
(千円）

23,627 23,627 2,294,158

当事業年度中の変動額額

剰余金の配当（注） ― ― △76,500

当期純利益 ― ― 239,944

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

9,474 9,474 9,474

当事業年度中の変動額合計
（千円）

9,474 9,474 172,919

平成18年９月30日残高 
（千円）

33,101 33,101 2,467,077



④ 【キャッシュ・フロー計算書】 

当事業年度における「キャッシュ・フロー計算書」については、連結財務諸表を作成しているため、

記載しておりません。 

 
  

前事業年度
(自 平成16年10月１日 
  至 平成17年９月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税引前当期純利益 456,849

   減価償却費 61,799

   敷金保証金の償却額 6,616

   貸倒引当金の増加額(△は減少額) △3,995

   退職給付引当金の増加額 11,935

   賞与引当金の増加額(△は減少額) 9,316

   固定資産除却損 2,385

   受取利息及び受取配当金 △6,299

   支払利息 26,369

   株式公開費用 28,096

   売上債権の減少額(△は増加額) 88,606

   前受金の増加額(△は減少額) △6,600

   前払費用の減少額(△は増加額) △6,318

   たな卸資産の減少額(△は増加額) △46,899

   仕入債務の増加額(△は減少額) △22,256

   未払費用の増加額 15,673

   未払金の増加額(△は減少額) △33,719

   未払消費税等の増加額(△は減少額) 67,333

   未収消費税等の減少額(△は増加額) 22,181

   敷金保証金の増加額 △12,352

   その他資産の減少額(△は増加額) 9,632

   その他負債の増加額 21,487

    小計 689,841

   利息及び配当金の受取額 6,299

   利息の支払額 △25,516

   法人税等の支払額 △171,140

   法人税等の還付額 14,072

   営業活動によるキャッシュ・フロー 513,555

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   有形固定資産の取得による支出 △143,048

   敷金保証金の差入による支出 △3,104

   敷金保証金の返還による収入 2,152

   貸付金の回収による収入 603

   預り敷金・保証金の返還による支出 △100

   投資活動によるキャッシュ・フロー △143,497

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   短期借入による収入 350,000

   短期借入金の返済による支出 △350,000

   長期借入金の返済による支出 △600,000

   株式の発行による収入 416,250

   株式公開による支出 △28,096

   配当金の支払額 △69,000

   財務活動によるキャッシュ・フロー △280,846

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額(△は減少額) 89,211

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 483,849

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 573,060



次へ 

⑤ 【利益処分計算書】 

  

 
  

  

前事業年度
平成17年12月21日

区分
注記 
番号

金額(千円)

Ⅰ 当期未処分利益 1,814,281

Ⅱ 利益処分額

 １ 配当金 76,500 76,500

Ⅲ 次期繰越利益 1,737,781



重要な会計方針 

項目
前事業年度

(自 平成16年10月１日
至 平成17年９月30日)

当事業年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 ―――――
 

その他有価証券

 時価のあるもの

  決算日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定)によっておりま

す。

 時価のないもの

  移動平均法による原価法によって

おります。

子会社株式及び関連会社

  移動平均法による原価法によって

おります。

その他有価証券

 時価のあるもの

  決算日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定)によっておりま

す。

 時価のないもの

同左

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

商品

 移動平均法に基づく原価法によって

おります。

貯蔵品

 最終仕入原価法によっております。

商品

同左

貯蔵品

同左

３ 固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産

 建物(建物附属設備を除く)は、定額

法、建物以外は定率法によっており

ます。

 なお、耐用年数及び残存価額につい

ては、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。

有形固定資産

同左

無形固定資産

定額法によっております。

なお、償却年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によ

っております。

ただし、ソフトウェア（自社利用

分）については、社内における利用

可能期間（5年）に基づく定額法に

よっております。

無形固定資産

同左

４ 繰延資産の処理方法 ――――― 社債発行費は、支出時に全額費用とし

て処理しております。



項目
前事業年度

(自 平成16年10月１日
至 平成17年９月30日)

当事業年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

５ 引当金の計上基準 貸倒引当金

 債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しており

ます。

賞与引当金

 従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき

計上しております。

退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるため、自

己都合要支給額を退職給付債務とす

る方法(簡便法)により、当事業年度

末における退職給付債務を計上して

おります。

貸倒引当金

同左 

 

 

 

 

 

賞与引当金

同左 

 

 

退職給付引当金

同左

６ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左

７ キャッシュ・フロー計

算書における資金の範

囲

手許現金、要求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に満期日の到来する流動性

の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない短期的な投資からなって

おります。

―――――

８ その他財務諸表作成の

ための基本となる重要

な事項

消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左



  

会計処理の変更 

 
  

追加情報 

 
  

前事業年度 
(自 平成16年10月１日
 至 平成17年９月30日)

当事業年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

――――――― （固定資産の減損に係る会計基準）

当事業年度より「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適

用指針第６号）を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準

適用指針第８号)を適用しております。

従来の資本の部の合計に相当する金額は2,467,077

千円であります。

なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度に

おける貸借対照表の純資産の部については、改正後の

財務諸表等規則に基づいて作成しております。

前事業年度
(自 平成16年10月１日
至 平成17年９月30日)

当事業年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法

律第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以降に開始する事業年度より外形標準課税制

度が導入されたことに伴い、当事業年度から「法人事

業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示

についての実務上の取扱い」（平成16年２月13日企業

会計基準委員会 実務対応報告第12号）に従い法人事

業税の付加価値割及び資本割については、販売費及び

一般管理費に計上しております。

―――――――

 この結果、販売費及び一般管理費が19,270千円増加

し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が、

19,270千円減少しております。



注記事項 

(貸借対照表関係) 

前事業年度 
(平成17年９月30日)

当事業年度
(平成18年９月30日)

※１ 担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。

   (イ) 担保に供している資産(帳簿価額)

建物 1,121,900千円

構築物 2,144千円

機械及び装置 10,873千円

工具、器具及び備品 642千円

土地 2,246,265千円

計 3,381,826千円

※１ 担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。

   (イ) 担保に供している資産(帳簿価額)

建物 1,075,359千円

構築物 1,460千円

機械及び装置 8,818千円

工具、器具及び備品 469千円

土地 2,246,265千円

計 3,332,372千円

 

 

（ロ）上記に対応する債務

一年以内返済予定長期借入金 600,000千円

長期借入金 1,350,000千円

計 1,950,000千円

※２ 会社が発行する株式 普通株式 55,200株

発行済株式総数 普通株式 15,300株

 

（ロ）上記に対応する債務

一年以内返済予定長期借入金 600,000千円

長期借入金 750,000千円

計 1,350,000千円

─────

 

※３ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行３行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契

約を締結しております。

  これら契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高

は次のとおりであります。

当座貸越極度額及び 

貸出コミットメントの総額

1,480,000千円

借入実行残高 160,000千円

差引 1,320,000千円
 

※３ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行３行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契

約を締結しております。

  これら契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高

は次のとおりであります。

当座貸越極度額及び 

貸出コミットメントの総額

1,650,000千円

借入実行残高 260,000千円

差引 1,390,000千円

 ① 上記のうち限度額1,000,000千円の貸出コミット

メント契約については、各年度の決算期（中間決算

を含む）の末日における単体及び連結の貸借対照表

における純資産額を、平成17年９月期決算における

純資産額の80％以上に維持し、また、各年度の決算

期（中間決算を含む）における単体及び連結の損益

計算書に示される経常損益を、黒字に維持するとい

う特約が付されております。

 ② 上記のうち限度額500,000千円の貸出コミットメ

ント契約については、各年度の決算期の末日におけ

る単体及び連結の貸借対照表における純資産額を、

前年比75％以上に維持し、また、各年度の決算期に

おける単体及び連結の損益計算書に示される経常損

益が、２期連続して損失とならないようにするとい

う特約が付されております。

※４ 配当制限

   有価証券の時価評価により、純資産額が23,627千

円増加しております。

    なお、当該金額は商法施行規則第124条第3号の規定

により、配当に充当することが制限されておりま

す。

─────



次へ 

  

(損益計算書関係) 
  

 
  

(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 
  
  該当事項はありません。 

  

前事業年度
(自 平成16年10月１日
至 平成17年９月30日)

当事業年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

※１ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

  建   物             2,385千円

          ─────

※２ 一般管理費及び売上原価に含まれる研究開発費は

次のとおりであります。

一般管理費 ―

売上原価 1,682千円

計 1,682千円

※２ 一般管理費及び売上原価に含まれる研究開発費は

次のとおりであります。

一般管理費 ―

売上原価 7,653千円

計 7,653千円



(キャッシュ・フロー計算書関係) 

当事業年度より連結財務諸表を作成しているため、当事業年度に係る注記につきましては、連結財務

諸表における注記事項として記載しております。 

  

 
  

(リース取引関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年10月１日
至 平成17年９月30日)

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 573,060千円

現金及び現金同等物 573,060千円
 

前事業年度
(自 平成16年10月１日
至 平成17年９月30日)

当事業年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却累
計額相当額
(千円)

期末残高
相当額 
(千円)

機械及び装
置

1,237 371 866

工具、器具
及び備品

71,887 32,195 39,692

ソフトウェ
ア

5,000 1,500 3,500

合計 78,125 34,067 44,058

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却累
計額相当額
(千円)

期末残高 
相当額 
(千円)

機械及び装
置

1,237 618 618

工具、器具
及び備品

88,363 36,571 51,791

ソフトウェ
ア

11,374 3,226 8,148

合計 100,975 40,417 60,558

 ② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 17,299千円

１年超 27,662千円

合計 44,962千円

 ② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 22,569千円

１年超 39,211千円

合計 61,781千円

 ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 39,306千円

減価償却費相当額 37,639千円

支払利息相当額 1,652千円

 ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 23,146千円

減価償却費相当額 22,055千円

支払利息相当額 1,397千円

 ④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

   減価償却費相当額の算定方法

   ・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。

   利息相当額の算定方法

   ・リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっております。

 ④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

当事業年度に係る「有価証券関係」（子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものを除く）に関

する注記については、連結財務諸表における注記事項として記載しております。 

  

前事業年度(平成17年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない有価証券 

  

 
  

当事業年度(平成18年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で、時価のあるものはありません。 

  

区分
取得原価

(千円)

貸借対照表日における
貸借対照表計上額 

(千円)

差額

(千円)

貸借対照表計上額が取得原価を 
超えるもの

 ① 株式 22,341 62,185 39,843

 ② 債券 ― ― ―

 ③ その他 ― ― ―

小計 22,341 62,185 39,843

貸借対照表計上額が取得原価を 
超えないもの

 ① 株式 ― ― ―

 ② 債券 ― ― ―

 ③ その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 22,341 62,185 39,843

区分
貸借対照表計上額

(千円)

（1）その他有価証券

 非上場株式 300,000



(デリバティブ取引関係) 

  
  ※ 当事業年度における「デリバティブ取引関係」については、連結財務諸表における注記事項とし

て記載しております。 

  

   前事業年度(自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日) 

    当社はデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

  

(退職給付関係) 

当事業年度より連結財務諸表を作成しているため、当事業年度に係る注記につきましては、連結財務

諸表における注記事項として記載しております。 

  

 
  

前事業年度
(平成17年９月30日)

１ 採用している退職給付制度の概要

  当社は、内規に基づく社内積立の退職一時金制度を採用しております。

 

２ 退職給付債務に関する事項

退職給付債務 105,307千円

退職給付引当金 105,307千円

   (注) 当社は退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

３ 退職給付費用に関する事項

勤務費用 22,973千円

退職給付費用 22,973千円

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

  当社は簡便法を採用しておりますので、割引率等については該当ありません。



前へ 

(税効果会計関係) 

  

 
  

(持分法損益等) 

前事業年度(自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日) 

関連会社が存在しないため、該当事項はありません。 

  

当事業年度(自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日) 

当事業年度より連結財務諸表を作成しているため記載しておりません。 

  

前事業年度 
(平成17年９月30日)

当事業年度
(平成18年９月30日)

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

  (繰延税金資産)

①流動資産

前受年会費収入 73,904千円

営業権償却否認 48,500千円

賞与引当金繰入否認 23,146千円

貸倒引当金繰入限度超過額 1,306千円

未払事業税 3,356千円

その他 8,895千円

流動資産計 159,110千円

②固定資産

退職給付費用否認 42,860千円

その他 9,874千円

固定資産計 52,734千円

繰延税金資産合計 211,845千円

  (繰延税金負債)

固定負債

その他有価証券評価差額金 △16,216千円

繰延税金負債合計 △16,216千円

差引：繰延税金資産の純額 195,628千円

 

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

  (繰延税金資産)

①流動資産

前受年会費収入 70,169千円

商品評価損否認 5,348千円

賞与引当金繰入否認 19,353千円

貸倒引当金繰入限度超過額 866千円

未払事業税 9,258千円

売上値引否認 9,133千円

その他 5,294千円

流動資産計 119,423千円

②固定資産

退職給付費用否認 40,043千円

その他 23,058千円

計 63,102千円

評価性引当額 △6,058千円

固定資産計 57,044千円

繰延税金資産合計 176,468千円

  (繰延税金負債)

固定負債

その他有価証券評価差額金 △22,718千円

繰延税金負債合計 △22,718千円

差引：繰延税金資産の純額 153,749千円

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異はありません。

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.70％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項
目

0.36％

受取配当金等永久に益金に算入されな
い項目

△0.24％

住民税均等割額 1.46％

評価性引当額の増減 1.42％

その他 0.10％

計 3.10％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.80％



【関連当事者との取引】 

前事業年度(自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日) 

１ 役員及び個人主要株主等 

  

 
(注) １ 事務所・教室の賃借に伴う被保証については、保証料の支払を行っておりません。 

２ 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には差入敷金・保証金及び預り敷金・

保証金を除き消費税等が含まれております。 

３ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 当社主要株主吉澤信男氏が議決権の82.9％を直接所有しております。 

(2) 取引条件については、当社と関連を有しない他の事業者と同一の条件によっております。 

  

当事業年度(自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日) 

当事業年度より連結財務諸表を作成しているため、当事業年度に係る注記につきましては、連結財

務諸表における注記事項として記載しております。 

属性 会社等の名称 住所
資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員 岸 良光 ― ― 
当社代表取
締役社長

(被所有)
直接 8.0

― ―
事務所・教室
賃借に伴う被
保証(注)１

(保証額)
33,271

― ―

主 要 株 主
(個人)及び
その近親者
が議決権の
過半数を所
有している
会社等(当
該会社等の
子会社を含
む)

全研本社(株) 
(注)３(1)

東京都 
新宿区

56,050

教 材 の 出
版・販売及
び学習塾の
経営

なし ―
事務所賃
貸借

事務所賃借
その他販管費 
事務所賃貸 
(注)３(2)

39,977
7,983
158,276

立替金

前払費用

差 入 敷
金・保証
金
前受金

預 り 敷
金・保証
金

1,813

3,498

46,878

13,847

86,683



(１株当たり情報) 

  

 
  

(注) １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

(重要な後発事象) 

  

 
  

  

項目
前事業年度

(自 平成16年10月１日
至 平成17年９月30日)

当事業年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

１株当たり純資産額 149,944円98銭 161,246円89銭

１株当たり当期純利益 18,547円28銭 15,682円66銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

ないため記載しておりません。

同左

項目
前事業年度

(自 平成16年10月１日
至 平成17年９月30日)

当事業年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

損益計算書上の当期純利益(千円) 264,717 239,944

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(千円) 264,717 239,944

普通株式の期中平均株式数(株) 14,272 15,300

前事業年度
(自 平成16年10月１日
至 平成17年９月30日)

当事業年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

―――― ――――



⑥ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

【有形固定資産等明細表】 

  

 
（注）主な増加の内訳は次のとおりであります。 

建物          サテライト及び教室内装費      45,375千円  

工具、器具及び備品   支社通信設備             2,181千円 

ソフトウェア      グループウェア「サイボウズ」導入   3,486千円 

             人事・経理システム導入            5,664千円 

  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円)

投資 
有価証券

その他 
有価証券

株式会社みずほフィナンシャルグループ
第11回第11種優先株

300 300,000

株式会社みずほフィナンシャルグループ 72 65,952

株式会社りそなホールディングス 29 10,266

新日本製鐵株式会社 4,000 1,944

計 4,401 378,162

資産の種類
前期末残高

(千円)
当期増加額

(千円)
当期減少額

(千円)
当期末残高

(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産

 建物 1,294,027 45,375 1,416 1,337,986 172,174 53,383 1,165,812

 構築物 4,289 ─ ─ 4,289 2,829 684 1,460

 機械及び装置 15,913 ─ ─ 15,913 7,095 2,055 8,818

 車両運搬具 16,070 ─ ─ 16,070 15,266 ─ 803

 工具、器具及び備品 34,272 2,429 ─ 36,701 26,022 3,209 10,679

 土地 2,379,315 ─ ─ 2,379,315 ─ ─ 2,379,315

有形固定資産計 3,743,889 47,804 1,416 3,790,277 223,387 59,332 3,566,890

無形固定資産

 商標権 387 ─ ─ 387 106 38 280

 ソフトウェア 3,890 10,086 ─ 13,976 2,860 1,511 11,115

 電話加入権 80,414 ─ ─ 80,414 ─ ─ 80,414

無形固定資産計 84,691 10,086 ─ 94,778 2,967 1,550 91,810

長期前払費用 1,394 20 631 783 ─ ─ 783



【引当金明細表】 

  

 
(注) 貸倒引当金の当期減少額(その他)は洗替えによる戻入額であります。 

  

区分
前期末残高 
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用) 
(千円)

当期減少額
(その他) 
(千円)

当期末残高 
(千円)

貸倒引当金 3,610 3,178 ─ 1,910 4,878

賞与引当金 56,872 47,551 56,872 ─ 47,551



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

ａ 現金及び預金 

  

 
  

ｂ 売掛金 

イ 相手先別内訳 

  

 
  

ロ 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

区分 金額(千円)

現金 2,989

預金

当座預金 261,354

普通預金 41,922

預金計 303,277

合計 306,266

相手先 金額(千円)

株式会社オリエントコーポレーション 20,792

ゼンケン株式会社 18,708

一般顧客 7,282

その他 43

合計 46,826

期首残高(千円) 
(Ａ)

当期発生高(千円)
(Ｂ)

当期回収高(千円)
(Ｃ)

当期末残高(千円)
(Ｄ)

 

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
365

26,811 6,049,461 6,029,447 46,826 99.23 2.22



ｃ 商品 

  

 
  

ｄ 貯蔵品 

  

 
  

ｅ 関係会社株式 

  

 
  

f 差入敷金・保証金 

  

 
  

ｇ 関係会社長期貸付金 

  

区分 金額(千円)

教材 35,825

合計 35,825

区分 金額(千円)

販売促進用印刷物等 7,897

教室設置用備品 3,474

その他 4,217

合計 15,589

銘柄 金額(千円)

（子会社株式）

ゼンケン株式会社 567,000

合計 567,000

区分 金額(千円)

全研本社株式会社 23,439

株式会社谷川商店 7,692

近藤房平 7,406

明治安田生命保険相互会社 7,302

小田急不動産㈱ 6,807

その他 316,821

合計 369,468

区分 金額(千円)

ゼンケン株式会社 450,000

合計 450,000



② 負債の部 

ａ 買掛金 

 相手先別内訳 

  

 
  

ｂ 長期借入金 

  

 
（注）金額欄の（ ）は、外書きで「一年以内返済予定の金額」であり、貸借対照表上は流動負債に表示しておりま

す。 

  

ｃ 社債 

  

 
（注）発行年月、利率等については、「第５ 経理の状況」「１ 連結財務諸表等」「（１）連結財務諸表」「⑤ 

連結附属明細表」の「社債明細表」に記載しております。 

  

 (3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

相手先 金額(千円)

株式会社エム・アンド・イー 3,596

ニッセー工業株式会社 2,126

株式会社ＴＭＰ 1,866

株式会社ビーワイエス 1,690

その他 847

合計 10,127

借入先 金額(千円)

株式会社みずほ銀行
1,037,500
（510,000）

株式会社りそな銀行
112,500
（90,000）

株式会社三菱東京UFJ銀行
106,500
（66,000）

合計
1,256,500
（666,000）

銘柄 金額(千円)

第１回無担保社債 560,000

合計 560,000



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
(注) 1.当社は、端株制度の適用を受けておりますが、現在端株は生じておりませんので、端株原簿は作成しており

ません。 

   2.端株主の利益配当金及び中間配当金に関する基準日は、上記のとおりであります。 

  

決算期 ９月30日

定時株主総会 12月中

基準日 ９月30日

株券の種類 １株券、10株券、100株券

中間配当基準日 ３月31日

１単元の株式数 ―

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部

  株主名簿管理人
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社

  取次所
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

端株の買取り

  取扱場所
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部

  株主名簿管理人
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社

  取次所
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし、電子公告によることができない事故その他のやむを得
ない事由が生じたときには、日本経済新聞に掲載して行う。 
なお、電子公告は当社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりで
ある。 
http://www.zenken-all.co.jp/

株主に対する特典 該当事項はありません。



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

該当事項はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

  事業年度 第５期(自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日) 

  平成17年12月21日関東財務局長に提出 

(2) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）の規定に基づくもの 

  平成18年３月28日関東財務局長に提出 

(3) 半期報告書  

  第６期中(自 平成17年10月１日 至 平成18年３月31日) 

  平成18年６月20日関東財務局長に提出 

  

  



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 

  
平成18年12月20日

ゼンケンオール株式会社 

取締役会 御中 
  

 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られているゼンケンオール株式会社の平成１７年１０月１日から平成１８年９月３０日までの連結会計

年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結

キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ること

を求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに

経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、ゼンケンオール株式会社及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以  上

  

 
  

あずさ監査法人

指定社員 

業務執行社員
公認会計士  鳥 居   明  印

指定社員 

業務執行社員
公認会計士  原 田   一  印

(※) 上記は、当社(有価証券報告書提出会社)が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであ

り、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 

  
平成17年12月21日

ゼンケンオール株式会社 

取締役会 御中 
  

 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているゼンケンオール株式会社の平成16年10月1日から平成17年9月30日までの第5期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細

表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求

めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営

者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当

監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、ゼンケンオール株式会社の平成17年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業

年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと

認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以  上 

  

 
  

あずさ監査法人

指定社員 

業務執行社員
公認会計士  鳥 居   明  印

指定社員 

業務執行社員
公認会計士  前 野 充 次  印

(※) 上記は、当社(有価証券報告書提出会社)が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであ

り、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 

  
平成18年12月20日

ゼンケンオール株式会社 

取締役会 御中 
  

 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られているゼンケンオール株式会社の平成１７年１０月１日から平成１８年９月３０日までの第６期事

業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表につい

て監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求

めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営

者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当

監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、ゼンケンオール株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する事

業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以  上 

  

 
  

あずさ監査法人

指定社員 

業務執行社員
公認会計士  鳥 居   明  印

指定社員 

業務執行社員
公認会計士  原 田   一  印

(※) 上記は、当社(有価証券報告書提出会社)が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであ

り、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。
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